
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年８月10日

【四半期会計期間】 第83期第３四半期（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

【会社名】 株式会社丸山製作所

【英訳名】 MARUYAMA MFG. CO., INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　尾頭　正伸

【本店の所在の場所】 東京都千代田区内神田三丁目４番15号

【電話番号】 03(3252)2271（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　佐藤　達也

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区内神田三丁目４番15号

【電話番号】 03(3252)2271（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　佐藤　達也

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社丸山製作所(E01568)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期
第３四半期
連結累計期間

第83期
第３四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日

自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日

自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日

売上高 （百万円） 25,009 24,851 35,508

経常利益 （百万円） 788 721 1,036

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 466 279 750

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 942 258 1,644

純資産額 （百万円） 14,642 15,326 15,344

総資産額 （百万円） 35,632 36,398 33,513

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 95.09 57.43 152.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.1 42.1 45.8

 

回次
第82期
第３四半期
連結会計期間

第83期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 75.64 41.57

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４　平成29年４月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。

１株当たり四半期（当期）純利益金額は、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定

しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社（以下、当社グループという。）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き、企業収益、雇用情勢は改善しており、緩やかな回

復が続きました。一方、海外経済におきましても、米国は着実に回復が続いており、欧州、アジアでも、緩やかに

回復するなど、総じて回復基調で推移しました。

　このような状況のもと、当社グループは、国内におきましては、全国に展開する営業組織を活かし、積極的な営

業活動を展開することにより販売の拡大に努めてまいりました。一方、海外におきましては、新たな海外販路の開

拓と販売の拡大に取り組んでまいりました。

　これらの結果、国内におきましては、ホームセンター流通で林業機械が減少したことなどにより、国内売上高は

19,166百万円（前年同四半期比2.7％減）となりました。また、海外におきましては、北米、欧州向けの工業用ポ

ンプの売上が好調だったことなどにより、海外売上高は5,685百万円（前年同四半期比6.9％増）となりましたが、

国内売上高の減少を補うまでには至らず、当第３四半期連結累計期間の売上高合計は24,851百万円（前年同四半期

比0.6％減）となりました。

　利益面では、売上高の減少はありましたが、生産高の増加に伴う原価率の低下などにより、営業利益は759百万

円（前年同四半期比7.0％増）となりました。経常利益は、円高に伴う為替差損の計上などにより721百万円（前年

同四半期比8.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、米国の法人税率の引下げに伴う子会社の繰延税金

資産の取崩しによる法人税等の増加などにより、279百万円（前年同四半期比40.0％減）となりました。

 

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　農林業用機械

　国内におきましては、防除機のほか、刈払機などの林業機械の売上が減少いたしました。また、海外におきま

しては、部品などの増加はありましたが林業機械が減少した結果、国内外の農林業用機械の売上高合計は18,826

百万円（前年同四半期比3.6％減）、営業利益は690百万円（前年同四半期比20.3％減）となりました。

②　工業用機械

　国内におきましては、工業用ポンプの売上が増加いたしました。海外におきましても、北米、欧州向けの工業

用ポンプの売上が好調だった結果、国内外の工業用機械の売上高合計は4,162百万円（前年同四半期比13.1％

増）、営業利益は909百万円（前年同四半期比38.4％増）となりました。

③　その他の機械

　消防機械を主なものとする、その他の機械の売上高は1,713百万円（前年同四半期比3.2％増）、営業利益は

115百万円（前年同四半期比33.6％増）となりました。

④　不動産賃貸他

　不動産賃貸他の売上高は383百万円（前年同四半期比0.5％減）、営業利益は219百万円（前年同四半期比0.7％

増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における資産総額は36,398百万円となり、前連結会計年度末より2,884百万円増加

いたしました。これは、現金及び預金の減少（715百万円）はありましたが、受取手形及び売掛金の増加（1,090百

万円）、商品及び製品の増加（2,208百万円）などによるものであります。

　負債総額は21,071百万円となり、前連結会計年度末より2,902百万円増加いたしました。これは、長期借入金の

減少（439百万円）はありましたが、電子記録債務の増加（1,436百万円）、短期借入金の増加（1,726百万円）な

どによるものであります。

　純資産総額は15,326百万円となり、前連結会計年度末より17百万円減少いたしました。これは、親会社株主に帰

属する四半期純利益を計上したことなどによる利益剰余金の増加（108百万円）はありましたが、自己株式の増加

（104百万円）、その他有価証券評価差額金の減少（27百万円）などによるものであります。
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(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更は

ありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は958百万円であります。なお、研究開発活

動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,906,100

計 13,906,100

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,029,332 5,029,332
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 5,029,332 5,029,332 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 5,029 － 4,651 － 1,225

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　170,000
508 －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,844,700 48,447 －

単元未満株式 普通株式 　　14,632 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,029,332 － －

総株主の議決権 － 48,955 －

（注）１　「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には当社所有の自己株式が119,200株、資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式が50,800株（議決権508個）含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５

個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社丸山製作所

東京都千代田区内神田

三丁目４番15号
119,200 50,800 170,000 3.38

計 － 119,200 50,800 170,000 3.38

（注）　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（J-ESOP）」制度の

信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行

株式会社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,882 2,167

受取手形及び売掛金 ※ 9,444 ※ 10,534

電子記録債権 ※ 1,770 ※ 1,177

商品及び製品 4,814 7,022

仕掛品 155 288

原材料及び貯蔵品 1,303 1,718

その他 634 974

貸倒引当金 △25 △11

流動資産合計 20,980 23,873

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,521 3,476

土地 2,420 2,451

その他（純額） 1,941 2,136

有形固定資産合計 7,884 8,065

無形固定資産 624 517

投資その他の資産   

投資有価証券 3,468 3,428

その他 579 527

貸倒引当金 △23 △14

投資その他の資産合計 4,024 3,942

固定資産合計 12,532 12,524

資産合計 33,513 36,398
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,017 2,968

電子記録債務 5,815 7,251

短期借入金 953 2,680

1年内償還予定の社債 332 111

未払法人税等 314 254

賞与引当金 585 293

その他 1,283 1,160

流動負債合計 11,301 14,719

固定負債   

長期借入金 4,253 3,814

退職給付に係る負債 2,219 2,143

その他 394 392

固定負債合計 6,867 6,351

負債合計 18,168 21,071

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,651 4,651

資本剰余金 4,525 4,525

利益剰余金 5,290 5,398

自己株式 △227 △332

株主資本合計 14,239 14,243

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,264 1,236

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 74 54

退職給付に係る調整累計額 △233 △207

その他の包括利益累計額合計 1,105 1,083

純資産合計 15,344 15,326

負債純資産合計 33,513 36,398
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 25,009 24,851

売上原価 18,498 18,184

売上総利益 6,511 6,667

販売費及び一般管理費 5,801 5,908

営業利益 709 759

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 59 62

為替差益 118 －

その他 28 35

営業外収益合計 208 99

営業外費用   

支払利息 82 54

金融関係手数料 27 28

その他 19 54

営業外費用合計 129 137

経常利益 788 721

特別利益   

固定資産売却益 0 3

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 0 3

特別損失   

固定資産処分損 2 32

特別損失合計 2 32

税金等調整前四半期純利益 786 691

法人税等 319 411

四半期純利益 466 279

親会社株主に帰属する四半期純利益 466 279
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 466 279

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 345 △27

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 87 △19

退職給付に係る調整額 43 25

その他の包括利益合計 475 △21

四半期包括利益 942 258

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 942 258
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　また、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用しております。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

(1）取引の概要

　当社は当社及びグループ会社従業員のうち、一定の要件を満たす者に対する報酬の一部として当社株式を給付

することにより、報酬と当社の株価や業績との連動性をより強め、従業員が株主の皆様と株価上昇による経済的

な利益を共有することにより従業員の株価への意識や労働意欲を高め、ひいては中長期にみて当社グループの企

業価値を高めることを目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」という。）を導入しておりま

す。

　本制度は、あらかじめ定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社及びグループ会社の従業員

（管理職員）に対し当社株式を給付する仕組みです。

　当社及びグループ会社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、当該従業員の退職時に累

積した付与ポイントに相当する当社株式を給付します。退職者等に対し給付する当社株式については、あらかじ

め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理いたします。

　本制度の導入により、従業員の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与することが

期待されます。

(2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成

27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3）信託が保有する自社の株式に関する事項

　①信託における帳簿価額は前連結会計年度90百万円、当第３四半期連結会計期間88百万円であります。信託が

保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

　②期末株式数は、前連結会計年度51,100株、当第３四半期連結会計期間50,100株であり、期中平均株式数は、

前第３四半期連結累計期間51,150株、当第３四半期連結累計期間50,650株であります。期中平均株式数は、

１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めております。

　（注）平成29年４月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。期末株式数及び期中平

均株式数は前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算出しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決

済したものとしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

及び電子記録債権が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 130百万円 121百万円

電子記録債権 75 47

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間（自平成28年10月１日　至平成29年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成29年10月１日　至平成30年６月30日）

　当社グループの主力事業である農林業用機械の販売は、当用期である下半期に売上高が集中する傾向が強くみ

られるため、第１四半期連結会計期間の売上高が、他の四半期連結会計期間に比べ低くなり、第１四半期連結会

計期間と他の四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 820百万円 813百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年10月１日　至平成29年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 148 3 平成28年９月30日 平成28年12月21日 利益剰余金

（注）１　「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、基準日現在に所有する

当社株式512,000株に対する配当金１百万円を含んでおります。

２　平成29年４月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。

１株当たり配当額は、当該株式併合が行われる前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年10月１日　至平成30年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 173 35 平成29年９月30日 平成29年12月20日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、基準日現在に所有する当

社株式51,100株に対する配当金１百万円を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年10月１日　至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
農林業用
機械

工業用
機械

その他の
機械

不動産
賃貸他

計

売上高        

外部顧客への売上高 19,520 3,679 1,661 149 25,009 － 25,009

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 236 236 △236 －

計 19,520 3,679 1,661 385 25,246 △236 25,009

セグメント利益 866 657 86 218 1,828 △1,118 709

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年10月１日　至平成30年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
農林業用
機械

工業用
機械

その他の
機械

不動産
賃貸他

計

売上高        

外部顧客への売上高 18,826 4,162 1,713 148 24,851 － 24,851

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 235 235 △235 －

計 18,826 4,162 1,713 383 25,086 △235 24,851

セグメント利益 690 909 115 219 1,935 △1,176 759

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 95円９銭 57円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
466 279

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
466 279

普通株式の期中平均株式数（株） 4,909,188 4,874,463

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「１株当たり四半期純利益金額」を算定するための普通株式の期中平均自己株式数については、資産管

理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式を含めております。

３　平成29年４月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。

１株当たり四半期純利益金額は、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定して

おります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月９日

株式会社丸山製作所

取締役会　御中

 

監査法人　大手門会計事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武　　川　　博　　一　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　村　　尋　　人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸山製

作所の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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